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１．はじめに
　日本のエネルギー政策の方向性は「エネルギー基本計画」で示される。最新の第5次エネルギー計画は2018年につくられた。同計画においても、原子力発電については「運転コストが低廉」とされている。この根拠は、2015年に、総合資源エネルギー調査会長期需給見通し小委員会発電コスト検証ワーキンググループ（以下、コスト検証WG)が出した報告書と考えられる。同報告でいう「2014年モデルプラント」は、2014年時点で新規に建設する発電所のことである。同報告書では、このモデルプラントの平準化発電コスト（LCOE: Levelized Cost of Electricity)が示されている。
　2011年以降、エネルギー政策の変更が行われてきたが、大きな変更の一つは原子力規制が強まったことである。それにともない、電力各社は追加的安全対策、および原子力停止を余儀なくされた。これに伴い、どの程度のコスト増となっているのかを把握することは、現実のエネルギー政策決定のうえでも重要であると考えられる。そこで本報告では、現実の政策変更を踏まえたコスト評価を行う。
２．分析方法
（1）2011年以降のエネルギー政策（特に原子力規制と停止）の経緯を整理する。
（2）（1）を踏まえた各原子力発電所の発電コストを試算する。
①コスト検証WGのLCOEの計算方法を踏襲する。この方法が、日本の政策決定において重要なツールとなっているためである。
②廃炉ないし廃炉間近とされる原子力発電所を除き、再稼働のための適合性審査の申請を行っている原子炉についてコストを計算する。また、ほぼ完成している島根原発2号機も考慮の対象とする。
③原子炉の建設費と追加的安全対策費を、電力各社の発表、社長記者会見資料、各種報道より推測する。
④2011年におきた福島原発事故以降の原発の停止時期と停止期間を考慮する。また訴訟により停止した原発についても同様の措置をとる。これらを行うのは、原子炉がいつのタイミングでどの程度停止したかによってコストの値が異なるからである。
⑤東京電力1F問題委員会に経済産業省より提示された資料に基づき、原発事故コストを21.5兆円とする。これをコスト検証WGにならって補正し、事故リスク対応費用とする。
⑥燃料費については有価証券報告書ないし電気料金値上げの際の資料に基づき、電力各社の燃料費実績値に近づける。
⑦廃炉費用については把握可能な部分については原子力発電所毎に考慮する。
⑧原発の再稼働がみとおせない原発が多いが、電力各社の発表および報道に基づき、できるだけ現実に合わせる。
⑨運転期間の延長申請を行っている原子炉がいくつかあるが、地元合意が得られていない原子炉も存在する。そのため現実に40年延長運転可能と考えられる原子炉に限り60年間の運転期間を考慮することも行う。
３．分析結果

　ほとんどの原子力発電所で、コスト検証WGの数値（10.1円/kWh)よりもコストが高い。平均値は約13.2円/kWhであった(ただしフルペーパーの提出までの間の精査に伴い、数値には変動がありうる）。「2014年モデルプラント」よりもコストが低いのは、関西電力高浜1，2号である。これらは1970年代初期に建設されたため、極端に建設費が安いためと考えられる。
　これ以外の原子炉は「2014年モデルプラント」よりもコストが高くなっている。これは、追加的安全対策費と運転停止による。影響の仕方も原子力発電所によって異なる。今後も、新たな追加的安全対策が予想されており、コスト増の可能性は否定できない。
４．結論

　福島原発事故とその後の新規制基準、安全対策により、原子力発電の経済性は当初考えられていたよりも悪化している。原子力開発初期に建設された安価な原発は、かろうじて経済性をもちつづけていると考えられるが、それ以外は運転期間を通してみると、コスト検証WG報告書にみるような経済性はもたなかったのではないかと推測される。
　2020年には、電力システム改革にともない総括原価方式の電気料金が撤廃される。これによって、原発をもつ電力会社は、原子力発電にともなう追加的費用を自ら捻出しなければならない上に、放射性廃棄物の処分や廃炉にむけた取り組みを行わなければならない。これらのための費用は当初想定されていたものより高くなることが多いことから、今後もコスト増の要因となりえる。

　なお、本報告の試算は、あくまでLCOEを計算する方法を準用したものである。そのため、運転期間中の平均コストと考えてよく、減価償却済みの原発の限界コストを表すものではないことに留意されたい。

* 	龍谷大学政策学部 Faculty of Policy Studies, Ryukoku University


〒612-8577　京都市伏見区深草塚本町67　TEL 075-645-2285　E-mail: k-oshima@cj8.so-net.ne.jp





